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｢まちづくり政策研究会｣ 報告書を作成しました 

               

「まちづくり政策研究会」は 2005 年 2 月から 2007 年 2 月まで 11 回開催され、研究成果をまとめた報

告書が出来上がりました。内容を簡略に目次で説明します。  
 
はしがき／座長・青山 佾 
Ⅰ はじめに   研究会の経過と報告書の構成 
Ⅱ ＜まちづくり＞をどうとらえるか 
①まちづくりとコミュニティ    ②自治体と市民活動    ③まちづくりの課題と活動分野 

  ④欧米のまちづくりと新しい担い手 ⑤生協のまちづくりに向けて 
Ⅲ 委員からの提案 

  まちづくり条例と市民参加／大西 隆 
  地域福祉と NPO―人口減少社会での地域・生活を考える／長谷憲明 
  中心市街地のまちづくりと生協／保井美樹 
Ⅳ 生活協同組合とまちづくり 
生協とまちづくりの関係  
東京の生協の社会的課題に関する取り組み 
今後の取り組みを展望して 

Ⅴ 提 言  （要旨） 
東京の生協が取り組むべき事項 

地域コミュニティに関する政策の立案。 
活動の概要、成果の総代会資料、CSR 報告書などでの明示。 

生協組合員が推進する地域＜まちづくり＞活動を支援する仕組み 
NPO と連携し、情報の集積と提供。 
研修やセミナーの開催。具体的な活動に対しての相談､支援、自治体活動の人材育成。 
消費生活研究所の取り組みとしての可能性 

・人材育成事業、・他の研究機関や大学と連携し、活動の系統だった仕組みの検討、実施。 
・他機関・大学などと連携した講座・セミナーの開設。 

資料  研究会報告集（各委員からと生協関係者からの報告） 

 

※ 本報告書をご希望の方（先着１００名）に送料込み３００円で頒布いたします。 

申し込みは、FAX：０３（３３８３）７８４０ TEL：０３（３３８３）８２９２ 河合まで   
 

 ｢環境事業支援政策研究会｣の報告書が 9 月末に出来上がる予定です。詳細については 
次号でお知らせ致します。 


